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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１ 売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しますが、第11期中までは、当社

株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載を省略しております。また、第12期中は、潜在

株式は存在しますが、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

 ４ 平成19年１月１日付で株式１株につき２株に株式分割を行っております。 

  ５ 第11期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

  

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

(1）連結経営指標等          

売上高 （千円） 1,860,322 2,615,798 2,695,247 4,049,660 5,331,121 

経常利益 （千円） 25,610 422,256 79,955 231,824 507,212 

中間（当期）純利益

または中間純損失

（△） 

（千円） 25,276 395,177 △128,788 173,982 547,293 

純資産額 （千円） 1,275,884 1,826,175 3,592,648 1,424,677 3,708,660 

総資産額 （千円） 2,098,994 3,024,251 4,866,735 2,523,182 4,891,940 

１株当たり純資産額 （円） 15,113.00 21,470.36 19,006.12 16,839.56 39,644.19 

１株当たり中間（当

期）純利益または中

間純損失（△） 

（円） 309.23 4,668.21 △685.29 2,093.64 6,169.09 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ─ ― ― ― 5,802.89 

自己資本比率 （％） 60.8 60.1 73.8 56.5 75.7 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 226,479 370,568 216,277 627,255 527,283 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △36,098 △207,358 △87,544 △451,744 △319,225 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 369,198 1,200 16,500 372,798 1,740,255 

現金及び現金同等物

の中間期末（期末）

残高 

（千円） 1,126,459 1,279,664 3,209,141 1,115,150 3,063,710 

従業員数 

［外、平均臨時雇用

者数］ 

（人） 
137 

[28] 

165 

[37] 

183 

[28] 

149 

[23] 

194 

[40] 



 （注）１ 売上高には、消費税等が含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、潜在株式が存在しますが、第11期中までは、当

社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため、記載を省略しております。また、第12期中は、

潜在株式は存在しますが、１株当たり中間純損失であるため記載しておりません。 

３ 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は平均人員を［ ］内に外数で記載しております。 

 ４ 平成19年１月１日付で株式１株につき２株に株式分割を行っております。 

    ５ 第11期中から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第10期中 第11期中 第12期中 第10期 第11期 

会計期間 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
６月30日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
６月30日 

自 平成19年 
１月１日 

至 平成19年 
６月30日 

自 平成17年 
１月１日 

至 平成17年 
12月31日 

自 平成18年 
１月１日 

至 平成18年 
12月31日 

(2）提出会社の経営指標等          

売上高 （千円） 1,647,505 2,386,082 2,385,317 3,591,216 4,966,822 

経常利益 （千円） 57,740 418,745 113,515 272,558 571,675 

中間（当期）純利益

または中間純損失

（△） 

（千円） 57,755 472,909 △101,401 87,482 617,518 

資本金 （千円） 830,739 833,139 1,710,916 832,539 1,702,666 

発行済株式総数 （株） 84,430 84,670 188,920 84,610 93,420 

純資産額 （千円） 1,316,483 1,823,965 3,622,727 1,349,810 3,707,628 

総資産額 （千円） 2,080,111 2,973,673 4,813,458 2,363,483 4,859,038 

１株当たり純資産額 （円） 15,593.90 21,543.30 19,177.17 15,954.65 39,690.24 

１株当たり中間（当

期）純利益または中

間純損失（△） 

（円） 706.60 5,586.45 △539.56 1,052.73 6,960.66 

潜在株式調整後１株

当たり中間（当期）

純利益 

（円） ─ ― ― ― 6,547.47 

１株当たり配当額 （円） ─ ― ― ― ― 

自己資本比率 （％） 63.3 61.3 75.3 57.1 76.3 

従業員数 

［外、平均臨時雇用

者数］ 

（人） 
125 

[24] 

148 

[21] 

155 

[23] 

126 

[16] 

175 

[23] 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の子会社）が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）  従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含むほか、常用パートを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含み

ます。）は当中間連結会計期間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１  従業員数は就業人員（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含むほか、常用パー

トを含んでおります。）であり、臨時雇用者数（人材派遣会社からの派遣社員を含みます。）は当中間会計

期間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。 

 ２ 従業員数は前期末に比べ20名減少しております。これは主に退職による自然減であります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社では、労働組合は結成されておりません。 

 労使関係は良好であり、特記すべき事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

事業部門等の名称 従業員数（人） 

パフォーマンスマーケティング事業     183 (28)  

合計      183 (28)  

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 155 (23)  



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善にともなう設備投資や雇用情勢の回復に牽引され、

回復基調で推移してまいりました。個人消費にも持ち直しの動きが見えてきております。 

  当社グループが展開するインターネット広告の市場は、金融業界の一部企業の中で広告予算の削減や広告出稿の

見合わせなどが生じた際の影響を受けたものの、平成19年４月16日発表の電通総研調査によると、平成19年度以降

も引き続き市場規模の拡大が予測されております。 

  このような経営環境の中で、当社グループは、アフィリエイトマーケティングサービスを主力とし、検索エンジ

ン最適化(SEO)のサービスも含めたパフォーマンスマーケティング事業を展開し、サービスの充実・拡大につとめ

てまいりました。 

  アフィリエイトマーケティングサービスにつきましては、継続的に新機能の開発を進めてまいりました。主なも

のとしては、平成19年５月に「バリューコマース・ウェブサービス 2.0」をリリースしております。これは複数の

ECサイトの商品情報をデータベース化してパートナーサイトに公開する機能で、このサービスにより、パートナー

サイトは常時最新の商品情報を得てアフィリエイト広告を展開することが可能になります。このようなパートナー

広告の充実は、当社にとってクリック率や成約率の向上にともなう収益機会の増加につながります。この他にも、

電話による問い合わせや資料請求もアフィリエイトの成果とするPayPerCallサービスや、RSSバナーの機能拡張な

どを開始しております。また、SEOサービスを提供する子会社のSozon株式会社につきましては、営業体制を強化し

て売上を拡大してまいりました。 

  以上のような取組みをしてまいりましたものの、当社においても金融業界の一部の広告主からの売上が一時的に

低下したことが影響し、当中間連結会計期間の売上高は、2,695,247千円(前年同期比103.0％)となりました。売上

総利益については、アフィリエイト広告を含むインターネット広告の有用性が広く認知され、一部のパートナーサ

イトや第三者媒体に対する広告掲載や成果報酬の金額が上昇したこと、先述の金融業界の一部の広告主の採算性が

悪化したことなどが影響したため、売上総利益は1,251,070千円(前年同期比77.9％)となりました。 

  一方で、販売費及び一般管理費については、人件費は新規採用の遅れのため前年同期を下回っておりますが、そ

の他の費用については、前期中に実施した本社移転にともなう賃借料や、サービスの拡大にともなうカスタマーサ

ポート費用及びシステムの開発や増強のための業務委託費用が増加し、販売費及び一般管理費としては前年同期を

上回りました。その結果、営業利益につきましては、71,103千円（前年同期比16.3％)となりました。 

  そして、当社グループ外への出向者派遣にかかる収入などを計上した結果、経常利益は79,955千円(前年同期比

18.9％)となり、ロシア(モスクワ)からフィリピン(マニラ)へ技術開発拠点を移転したことにより、ロシア事務所

閉鎖のための特別損失22,672千円を計上した結果、税金等調整前中間純利益は60,642千円(前年同期比14.7％)とな

っております。また、これら当中間連結会計期間の業績をふまえて今後の課税所得の見積額を見直ししたことによ

り、繰延税金資産の取り崩しによる法人税等調整額189,888千円が発生しております。以上により、中間純損失は

128,788千円(前年同期は中間純利益395,177千円)となりました。 

  

  

(2)キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、仕入債務の増加などにより

営業活動による収入が216,277千円となったこと、固定資産の取得などにより投資活動による支出が87,544千円と

なったこと、新株式の発行により財務活動による収入が16,500千円となったことなどにより、前連結会計年度末

より145,430千円増加し、当中間連結会計期間末には3,209,141千円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、216,277千円(前年同期比58.4％)となりました。これは主に売上債権が減少し仕

入債務が増加したものの、預り金が減少したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、87,544千円(前年同期比42.2％)となりました。これは主にアフィリエイトマー

ケティングサービスをはじめとする当社グループのサービス提供の用に供するサーバー等機器やソフトウェアの

取得によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は16,500千円(前年同期比1,375％)となりました。これは新株予約権の権利行使にと

もなう株式の発行によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当社グループは、インターネット上での各種サービスの提供を主たる事業としており、提供するサービスの性

格上生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略いたします。 

(2）受注状況 

     生産実績と同様の理由により、記載を省略いたします。 

(3）販売実績 

  当中間連結会計期間の販売実績を示すと、次のとおりであります。 

    （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３【対処すべき課題】 

  当社グループを取り巻く事業環境は、インターネット広告市場など環境の変化が激しいものでありますが、当社グ

ループは、このような状況の中で競争力を維持し続け、市場での地位をさらに強固なものとしていくために、対処す

べき主な課題として以下の点を認識しております。 

 ①パフォーマンスマーケティング事業の成長戦略につきましては、継続的なバリューコマース・プログラムなどのシ

ステム機能の強化と顧客満足度を重視したサービスを提供することにより、サービスの拡充を実現させてまいりま

す。中でも、アフィリエイトマーケティングサービスを中心とした包括的なコンサルティング提案営業に注力し、

競合企業との差別化をはかります。また、当社グループの売上や利益は、提携する媒体の獲得する成果の影響を受

けるものであるため、これら媒体と有益な関係を確保していくことも重視してまいります。そして、これらを実現

するために不可欠である、優秀な人材の確保と社内教育を推進し、営業体制を強化するとともに販売管理機能を充

実させ、業務の効率化と利益の最大化を追求します。 

 ②コンプライアンス、リスク管理体制の強化につきましては、当社グループはアフィリエイトマーケティングサービ

スにおけるECサイト及びパートナーサイトなどをはじめとして、個人情報等を保有していることもあり、個人情報

の保護管理をはじめとしたセキュリティー強化に対する法的、社会的要請を満たすことを重要な課題であると認識

しております。平成17年には個人情報保護に関してTRUSTe認証を取得しておりますが、今後も引き続き、社内教育

の充実と業務の管理・監督を行ってまいります。これに加え、サービス面においては、アフィリエイトマーケティ

ングサービスでは、広告を掲載するパートナーサイトが、不正確な表現を掲載することを防止するための管理サー

ビスを提供するなど、顧客である広告主のリスク防止に配慮したサービスを提供してまいります。また社内体制に

おいては、コンプライアンス及びリスク管理の推進組織を設置し、情報資産を効率的かつ適切に管理するための仕

組みの確立をはかってまいります。 

 ③コーポレート・ガバナンスや経営管理機能の充実につきましては、会社法や金融商品取引法などで企業により透明

性の高い経営管理体制や内部統制システムの構築が求められる中、当社グループにおいても、このようなコーポレ

ート・ガバナンスの強化は重要な課題であると認識しております。当社グループは、これらの意識に基づいた内部

管理体制を有効に機能させることによって、意思決定の迅速化をもたらし効率的かつ健全な企業経営の実現につな

がり、企業価値の向上を実現させるものととらえ、継続的に、内部管理体制の整備・強化に努めてまいります。 

当社グループは上記に掲げた課題を主眼として、なお一層強固な経営及び財務基盤の構築と収益基盤の拡大に努め

てまいります。 

  

４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

事業部門等の名称 金額（千円） 前年同期比（％） 

パフォーマンスマーケティング事業 2,695,247 103.0 

合計 2,695,247 103.0 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

    

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更は

ありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注）１ 「提出日現在」欄の発行数には、平成19年９月１日から本報告書提出日の新株予約権の行使（旧商法に基づ

き発行された新株引受権付社債の新株引受権の権利行使を含む。）により発行されたものは含まれておりま

せん。 

２ 発行済株式総数のうち、1,780株は現物出資(有価証券 212百万円)によるものであります。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 605,600 

計 605,600 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
（平成19年６月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月26日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 188,920 189,020 
 東京証券取引所 

（マザーズ） 
─ 

計 188,920 189,020 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

第１回、第２回、第３回新株予約権 

（平成14年７月19日株主総会の特別決議に基づき発行） 

 （注）１ 平成16年12月23日付の株式分割(1：10)、平成19年１月１日付の株式分割(1：2)に伴い、新株予約権の目的

となる株式数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額の調整が行われております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

 ①株式の数の調整 

 発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整

されるものとし、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）

は次に定める算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるもの

とします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによ

ります。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 149 144 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）     ―  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）   2,980 (注)１  2,880 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 10,000 (注)１、２ 同左 

新株予約権の行使期間 
  平成16年７月20日～ 

平成24年７月19日  
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  10,000 

資本組入額 5,000 (注)１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きないこととする。(注)３ 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するために

は、当会社の取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項  ― 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 



第４回新株予約権 

（平成16年３月26日株主総会の特別決議に基づき発行） 

（注）１ 平成16年12月23日付の株式分割(1：10)、平成19年１月１日付の株式分割(1：2)に伴い、新株予約権の目的と

なる株式数、新株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格

及び資本組入額の調整が行われております。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整さ

れるものとし、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）は

次に定める算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるものとし

ます。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由

が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところにより

ます。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 134 128 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   ―  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類   普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）     2,680 (注)１  2,560 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）   5,000 (注)１、２ 同左 

新株予約権の行使期間 
 平成18年３月27日～ 

平成26年３月26日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   5,000 

資本組入額  2,500 (注)１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きないこととする。(注)３ 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するために

は、当会社の取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 



第５回新株予約権 

（平成17年３月28日株主総会の特別決議に基づき発行） 

 （注）１ 平成19年１月１日付の株式分割(1：2)に伴い、新株予約権の目的となる株式数、新株予約権の行使時の払込

金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整が行われており

ます。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整

されるものとし、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

 調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）

は次に定める算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるもの

とします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによ

ります。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個） 17 17 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）   ―   同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）     34 (注)１  34（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 132,500 (注)１、２ 同左 

新株予約権の行使期間 
  平成19年３月29日～ 

平成27年３月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  132,500 

資本組入額 66,250 (注)１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はで

きないこととする。(注)３ 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するために

は、当会社の取締役会の承認

を要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項  ― 同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 



第６回新株予約権 

（平成18年３月31日株主総会の特別決議に基づき発行） 

 （注）１ 平成19年１月１日付の株式分割(1：2)に伴い、新株予約権の目的となる株式数、新株予約権の行使時の払込

金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整が行われており

ます。 

２ 新株予約権の目的となる株式の数及び払込金額の調整 

①株式の数の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、付与株式数は次に定める算式により調整

されるものとし、調整により生じる１株未満の端数はこれを切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとします。 

②行使価額の調整 

発行日以降、当社普通株式につき分割又は併合が行われる場合、株式一株当たりの払込金額（行使価額）

は次に定める算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げるもの

とします。 

また、当社が資本の減少、合併又は会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事

由が生じた時は、その条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整するものとします。 

３ その他の権利行使の条件は、当社と各新株予約権者間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところによ

ります。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株予約権の数（個）  681 659 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,362 (注)１  1,318 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  155,000 (注)１、２ 同左 

新株予約権の行使期間 
    平成20年４月１日～ 

平成28年３月31日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式

の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 155,000 

資本組入額 77,500 (注)１ 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はでき

ないこととする。 (注)３ 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権を譲渡するために

は、当会社の取締役会の承認を

要するものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 ― 同左 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 同左 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割又は併合の比率 



② 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債 

第２回無担保新株引受権付社債（平成12年12月18日発行） 

 （注）１ 新株引受権付社債は、いずれも同社債の新株引受権部分を当社従業員等に対し報酬の一部とし支給すること

を目的として発行したものです。 

２ 新株引受権の行使により発行する株式の１株当たりの発行価格（行使価格）に0.5を乗じた額で、その結果

１円未満の端数を生じるときはその端数を切り上げた額。 

３ 平成16年12月23日付の株式分割(1：10)、平成19年１月１日付の株式分割(1：2)に伴い、新株引受権の行使

時の払込金額、新株引受権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額の調整が行わ

れております。 

(3）【ライツプランの内容】 

    該当事項はありません。 

 
中間会計期間末現在 
（平成19年６月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年８月31日） 

新株引受権の残高（千円） 11,935 11,935 

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価格（円）  119,359 同左 

資本組入額（円） （注）２ 同左 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注）１ 株式分割(1:2）によるものであります。 

    ２ 新株予約権の行使による増加であります。 

３ 平成19年７月１日から平成19年８月31日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式数が100株、資本金

及び資本準備金がそれぞれ500千円増加しております。 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
 (株) 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 
 (千円) 

資本準備金 
残高 

 (千円) 

平成19年１月１日 

 (注)１ 
93,420 186,840 ― 1,702,666 ― 1,058,198 

 平成19年１月１日

～平成19年６月30日 

 (注)２ 

2,080 188,920 8,250 1,710,916 8,250 1,066,448 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
（株） 

発行済株式総
数に対する所
有株式数の割
合（％） 

ヤフー株式会社 東京都港区六本木６丁目10-１ 83,942 44.43 

ティモシーロナンウィリアムズ 東京都世田谷区 35,198 18.63 

ハームブリーマ 

(常任代理人 三菱UFJウェルスマ

ネジメント証券株式会社) 

RUA04, CONDOMINIO PEDRA DO  

SONHO RESIDENC IAL COTTON, Q5,  

L55&L56, LUIS EDUARDO MAGALHAES, 

BAHIA, BRAZIL CEP47.850-000 

(東京都千代田区内幸町１丁目１－１) 

6,790 3.59 

ブライアンネルソン 東京都世田谷区 5,870 3.10 

バンクオブニューヨークジーシー

エムクライアントアカウンツイー

アイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱東京

UFJ銀行） 

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET  

LONDON EC4A 2BB, UNITED KINGDOM  

(東京都千代田区丸の内２丁目７番１号決済事業

部) 

3,973 2.10 

ダイワセキュリティーズエスエム

ビーシーホンコンリミテッド 

（常任代理人 大和証券エスエム

ビーシー株式会社） 

SETTLEMENT DEPT LEVEL 26,  

ONE PACIFIC PLACE 88 QUEENSWAY HONG KONG  

(東京都千代田区丸の内１丁目８番１号) 

2,728 1.44 

高橋 敬一 千葉県柏市 1,710 0.91 

ドイチェバンクアーゲーロンドン

610 

 （常任代理人 ドイツ証券株式会

社) 

TAUNUSANLAGE 12, D-60325 FRANKFURT AM MAIN,  

FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY   

 (東京都千代田区永田町２丁目11番１号山王パーク

タワー) 

1,122 0.59 

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１丁目９－１ 1,017 0.54 

ベンクラーク 東京都渋谷区 826 0.43 

計 ― 143,176 75.79 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

 【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所(マザーズ市場)におけるものであります。  

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       14 ― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  188,906 188,906 ― 

単元未満株式 ― ― ― 

発行済株式総数 188,920 ― ― 

総株主の議決権 ― 188,906 ― 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

バリューコマース 

株式会社 

東京都港区赤坂 

八丁目１番19号 
14  ― 14  0.01 

計 ― 14  ― 14  0.01 

月別 平成19年１月  ２月  ３月  ４月  ５月  ６月 

最高（円） 214,000 179,000 115,000 108,000 80,200 84,900 

最低（円） 165,000 103,000 68,500 68,700 58,100 69,200 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則

に基づき、当中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日

まで）及び前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成19年１

月１日から平成19年６月30日まで）及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間連結

財務諸表及び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

   
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金     1,279,664     3,209,141     3,063,710  

２ 売掛金     675,898     723,199     702,850  

３ 繰延税金資産     3,353     120,213     309,110  

４ その他     93,535     98,468     84,416  

貸倒引当金     △14,681     △7,665     △12,580  

流動資産合計     2,037,770 67.4   4,143,358 85.1   4,147,507 84.8 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1)建物付属設備     67,058     78,301     80,032  

(2)工具器具備品     198,838     163,561     188,941  

(3)建設仮勘定     －     9,443     －  

有形固定資産合計     265,896 8.8   251,306 5.2   268,973 5.5 

２ 無形固定資産                    

(1)連結調整勘定     244,522     －     －  

(2)ソフトウェア     91,791     276,341     255,348  

(3)ソフトウェア仮勘
定     143,149     8,310     29,096  

(4)その他     1,172     1,172     1,172  

無形固定資産合計     480,634 15.9   285,824 5.9   285,616 5.8 

３ 投資その他の資産                    

(1)投資有価証券     5,028     5,028     5,028  

(2)差入保証金     196,273     178,693     －  

(3)繰延税金資産     －     2,471     3,464  

(4)その他     38,648     1,124     181,624  

貸倒引当金     △1     △1,071     △273  

投資その他の資産
合計     239,948 7.9   186,246 3.8   189,842 3.9 

固定資産合計     986,480 32.6   723,376 14.9   744,433 15.2 

資産合計     3,024,251 100.0   4,866,735 100.0   4,891,940 100.0 

                     
 



   
前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金     319,866     474,922     381,820  

２ 未払金     169,100     186,835     234,058  

３ 未払法人税等     37,157     11,898     14,912  

４ 預り金     340,430     324,641     301,949  

５ その他     82,021     56,445     51,797  

流動負債合計     948,575 31.4   1,054,744 21.7   984,537 20.1 

Ⅱ 固定負債                    

１ 預り保証金     249,500     219,342     198,742  

固定負債合計     249,500 8.2   219,342 4.5   198,742 4.1 

負債合計     1,198,075 39.6   1,274,086 26.2   1,183,279 24.2 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

  １ 資本金     833,139 27.6   1,710,916 35.1   1,702,666 34.8 

  ２ 資本剰余金     188,670 6.2   1,066,448 21.9   1,058,198 21.6

  ３ 利益剰余金     792,783 26.2   816,110 16.8   944,899 19.3

４ 自己株式     △64 △0.0   △64 △0.0   △64 △0.0 

株主資本合計     1,814,528 60.0   3,593,410 73.8   3,705,699 75.7 

                     

Ⅱ 評価・換算差額等                    

１ 為替換算調整勘
定     3,215 0.1   △3,041 △0.0   △2,416 △0.0 

評価・換算差額等合
計     3,215 0.1   △3,041 △0.0   △2,416 △0.0 

                     

Ⅲ 新株予約権     44 0.0   44 0.0   44 0.0

                     

Ⅳ 少数株主持分     8,386 0.3   2,234 0.0   5,332 0.1 

                     

純資産合計     1,826,175 60.4   3,592,648 73.8   3,708,660 75.8 

負債純資産合計     3,024,251 100.0   4,866,735 100.0   4,891,940 100.0 

                     



②【中間連結損益計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,615,798 100.0   2,695,247 100.0   5,331,121 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,010,642 38.6   1,444,176 53.6   2,307,091 43.3 

売上総利益     1,605,155 61.4   1,251,070 46.4   3,024,029 56.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１   1,169,459 44.7   1,179,967 43.8   2,482,879 46.6 

営業利益     435,696 16.7   71,103 2.6   541,150 10.1 

Ⅳ 営業外収益                    

１ 受取利息   5     1,412     196    

２ 為替差益   2,721     1,438     8,392    

３ 技術サポート収入   4,258     645     6,307    

４ パートナー報酬預
り金精算収入 

※２ －     2,574     1,956    

５ 出向者収入   －     3,000     －    

６ その他   3,370 10,356 0.4 376 9,447 0.4 3,298 20,151 0.4 

Ⅴ 営業外費用                    

１ 上場関連費用 ※３ 13,624     －     42,176    

２ 株式交付費   －     150     306    

３ プロジェクト発足
負担金 

※４ 5,892     －     5,892    

４ その他   4,279 23,795 1.0 445 595 0.0 5,713 54,088 1.0 

経常利益     422,256 16.1   79,955 3.0   507,212 9.5 

 Ⅵ 特別利益                    

  １ 貸倒引当金戻入益   22,464     3,359     23,404    

  ２ 投資有価証券売却
益   4,900 27,364 1.1 － 3,359 0.1 4,900 28,304 0.5

 Ⅶ 特別損失                    

  １ 開発拠点撤退費用 ※５ －     22,672     －    

  ２ 本社移転費用   37,026     －     37,026    

  ３ 長期前払費用一時
償却額 

※６ －     －     40,513    

  ４ 減損損失 ※７ － 37,026 1.4 － 22,672 0.8 216,307 293,847 5.5 

税金等調整前中間
（当期）純利益     412,594 15.8   60,642 2.3   241,669 4.5 

法人税、住民税及
び事業税   17,281     2,640     6,516    

法人税等調整額   △1,155 16,125 0.6 189,888 192,529 7.2 △310,376 △303,860 △5.7 

少数株主利益又は
少数株主損失
（△） 

    1,290 0.1   △3,098 △0.1   △1,763 △0.0 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    395,177 15.1   △128,788 △4.8   547,293 10.2 

                     



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

少数株主
持分 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

新株引受権
新株予約
権合計 

平成17年12月31日残高（千円） 832,539 188,070 397,605 △64 1,418,151 6,526 6,526 44 44 7,095 1,431,818 

中間連結会計期間中の変動額                      

新株の発行 600 600     1,200           1,200 

中間純利益     395,177   395,177           395,177 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）           △3,310 △3,310 － － 1,290 △2,020 

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

600 600 395,177 － 396,377 △3,310 △3,310 － － 1,290 394,357 

平成18年6月30日残高（千円） 833,139 188,670 792,783 △64 1,814,528 3,215 3,215 44 44 8,386 1,826,175 

 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

少数株主
持分 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

新株引受権
新株予約
権合計 

平成18年12月31日残高（千円） 1,702,666 1,058,198 944,899 △64 3,705,699 △2,416 △2,416 44 44 5,332 3,708,660 

中間連結会計期間中の変動額                      

新株の発行 8,250 8,250     16,500           16,500 

中間純損失     △128,788   △128,788           △128,788 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額）           △624 △624 － － △3,098 △3,723 

中間連結会計期間中の変動額合計
（千円） 

8,250 8,250 △128,788 － △112,288 △624 △624 － － △3,098 △116,011 

平成19年6月30日残高（千円） 1,710,916 1,066,448 816,110 △64 3,593,410 △3,041 △3,041 44 44 2,234 3,592,648 

 

株主資本 評価・換算差額等 新株予約権 

少数株主
持分 

純資産合計 
資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 

株主資本合
計 

為替換算
調整勘定 

評価・換
算差額等
合計 

新株引受権
新株予約
権合計 

平成17年12月31日残高（千円） 832,539 188,070 397,605 △64 1,418,151 6,526 6,526 44 44 7,095 1,431,818 

連結会計年度中の変動額                      

新株の発行 870,127 870,127     1,740,255           1,740,255 

当期純利益     547,293   547,293           547,293 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額）           △8,943 △8,943 － － △1,763 △10,706 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

870,127 870,127 547,293 － 2,287,548 △8,943 △8,943 － － △1,763 2,276,842 

平成18年12月31日残高（千円） 1,702,666 1,058,198 944,899 △64 3,705,699 △2,416 △2,416 44 44 5,332 3,708,660 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー        

税金等調整前中間（当期）純利益   412,594 60,642 241,669 

減価償却費   71,591 103,909 170,563 

開発拠点撤退費用   － 22,672 － 

本社移転費用   37,026 － 37,026 

長期前払費用一時償却額   － － 40,513 

連結調整勘定償却額   28,214 － 56,428 

投資有価証券売却益   △4,900 － △4,900 

減損損失   － － 216,307 

貸倒引当金の減少額   △28,485 △4,117 △30,314 

受取利息   △5 △1,412 △196 

為替差益   △3,216 △822 △8,654 

売上債権の増加額   △75,711 △21,147 △102,935 

前払費用の増加額   △25,568 △5,976 △24,406 

差入保証金の減少額（△増加額）   △131,774 2,606 － 

仕入債務の増加額   60,636 93,102 122,590 

未払金の増加額（△減少額）   △31,703 △27,336 32,514 

未払消費税等の減少額   △15,515 △15,015 △13,515 

預り金の増加額   45,087 22,692 6,606 

預り保証金の増加額（△減少額）   31,181 20,600 △19,576 

その他   61,679 △2,954 △131,667 

小計   431,129 247,442 588,051 

利息の受取額   5 1,412 196 

開発拠点撤退に伴う費用の支出額   － △16,242 － 

本社移転に伴う費用の支出額   △29,388 － △29,388 

法人税等の支払額   △31,177 △16,334 △31,575 

営業活動によるキャッシュ・フロー   370,568 216,277 527,283 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出   △112,460 △22,786 △167,140 

無形固定資産の取得による支出   △59,576 △63,758 △156,427 

長期前払費用の取得による支出   △40,296 － △45,017 

投資有価証券の売却による収入   4,900 － 4,900 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式
の売却による収入 

※２ － － 44,384 

貸付による支出   － △1,000 － 

貸付金の回収による収入   75 － 75 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △207,358 △87,544 △319,225 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー        

株式の発行による収入   1,200 16,500 1,740,255 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,200 16,500 1,740,255 

 



   
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   103 197 246 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額   164,514 145,430 1,948,560 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   1,115,150 3,063,710 1,115,150 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期
末）残高 

※１ 1,279,664 3,209,141 3,063,710 

       



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

前連結会計年度において連結子

会社でありましたルックスマー

ト・ジャパン株式会社は清算した

ため、連結の範囲から除外してお

ります。 

(1)連結子会社の数  ４社 

連結子会社の名称 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

  

(1)連結子会社の数 ４社 

連結子会社の名称 

バリューコマース・インターナ

ショナル・リミテッド 

ブイシー・マーケティング・イ

ンク 

バリューコマース・ユーケー・

リミテッド 

Sozon株式会社 

前連結会計年度において連結子

会社でありましたルックスマー

ト・ジャパン株式会社は清算した

ため、連結の範囲から除外してお

ります。 

  (2）非連結子会社の名称 

バリューコマース・コリア・リ

ミテッド 

(2）非連結子会社の名称 

同左 

(2）非連結子会社の名称 

バリューコマース・コリア・リ

ミテッド 

  連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、中間純損益

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていな

いためであります。 

連結の範囲から除いた理由 

同左 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社は、小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益

及び利益剰余金（持分に見合う

額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないた

めであります。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

（1）持分法を適用していない非連

結子会社 

バリューコマース・コリア・リ

ミテッドは、中間純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外

しております。 

（1）持分法を適用していない非連

結子会社 

同左 

（1）持分法を適用していない非連

結子会社 

バリューコマース・コリア・リ

ミテッドは、連結純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がな

いため持分法の適用範囲から除外

しております。 

  （2）持分法を適用していない関連

会社 

ブルータグプロジェクト有限責

任事業組合は、緊密な者等を通じ

て間接的に影響力を有する関連会

社であり、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等はいずれも、中間連

結財務諸表に及ぼす影響がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。 

（2）持分法を適用していない関連

会社 

ブルータグプロジェクト有限責

任事業組合は、緊密な者等を通じ

て間接的に影響力を有する関連会

社であり、中間純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等はいずれも、中間連

結財務諸表に及ぼす影響がないた

め、持分法の適用範囲から除外し

ております。  

 なお、ブルータグプロジェクト

有限責任事業組合は、平成19年3月

31日付で解散決議を行い、平成19

年6月22日付で清算結了しておりま

す。 

（2）持分法を適用していない関連

会社 

ブルータグプロジェクト有限責

任事業組合は、緊密な者等を通じ

て間接的に影響力を有する関連会

社であり、当期純損益（持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分に

見合う額）等はいずれも、連結財

務諸表に及ぼす影響がないため、

持分法の適用範囲から除外してお

ります。 

  （3）前連結会計年度において持分

法適用の関連会社でありましたGM

Oアフィリエイト株式会社は、保

有株式を売却し、関連会社ではな

くなったため、持分法の適用範囲

から除外しております。 

（3）   ―――――― （3）前連結会計年度において持分

法適用の関連会社でありましたGM

Oアフィリエイト株式会社は、保

有株式を売却したため、持分法の

適用範囲から除外しております。 

３ 連結子会社の（中間）決

算日等に関する事項 

連結子会社のうち、Sozon株式

会社の決算日は９月30日でありま

す。 

中間連結財務諸表の作成に当た

っては、中間連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

同左  連結子会社のうち、Sozon株式会

社の決算日は９月30日でありま

す。 

連結財務諸表の作成にあたって

は、連結決算日現在で実施した仮

決算に基づく財務諸表を使用して

おります。 

 



項目 
前中間連結会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

４ 会計処理基準に関する事

項 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社

株式 

移動平均法による原価法 

(1)重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

有価証券 

(イ）子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

    定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物付属設備    15年 

工具器具備品 ４年～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

    定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物付属設備    15年 

工具器具備品 ２年～20年 

(2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

定額法によっております。な

お、ソフトウエア（自社利用）

は、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づく定額法によ

っております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 

  (3）   ―――――― 

  

  

(3）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

支出時に全額費用処理しており

ます。 

(3）重要な繰延資産の処理方法 

株式交付費 

       同左 

  (4）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

(4）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

(4）重要な引当金の計上基準 

貸倒引当金 

       同左 

  (5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連

結会計期間末日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債

並びに収益及び費用は、中間連結

会計期間末日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定

に含めております。 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(5）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。なお、在外子会

社等の資産及び負債並びに収益及

び費用は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

  (6）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンスリース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6）重要なリース取引の処理方法 

同左 

  (7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

(7）その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(7）その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書（連結キャッ

シュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなっており

ます。 

同左  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっておりま

す。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間から「固定資産

の減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成15年10月31日 企業

会計基準適用指針第６号）を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

     ―――――― 

  

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。 

この変更に伴い、税金等調整前当期

純利益は216,307千円減少しておりま

す。 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17

年12月９日)及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は1,817,744千円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正

により、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

      ―――――― 

   

  

   

 （貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準委員会 平成17年

12月９日 企業会計基準第５号)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準適用指針第８号）を適用し

ております。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は3,703,283千円であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正によ

り、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、改正

後の連結財務諸表規則により作成して

おります。 

      ―――――― 

  

  

  

 （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

前連結会計年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響は

ありません。 

  

 （繰延資産の会計処理に関する当面

の取扱い） 

当連結会計年度より、「繰延資産の

会計処理に関する当面の取扱い」（企

業会計基準委員会 平成18年８月11日

実務対応報告第19号）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響は

ありません。 

前連結会計年度において営業外費用

の内訳として表示していた「新株発行

費」は、当連結会計年度より「株式交

付費」として表示する方法に変更して

おります。 

 



表示方法の変更 

注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

      ―――――― 

  

  

 （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

前連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 終

改正 平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

これによる当中間連結会計年度にお

ける連結財務諸表への影響はありませ

ん。 

 （ストック・オプション等に関する

会計基準） 

当連結会計年度より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成17年12月27日

企業会計基準第８号）及び「ストッ

ク・オプション等に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準委員会 終

改正 平成18年５月31日 企業会計基

準適用指針第11号）を適用しておりま

す。 

これによる当連結会計年度における

連結財務諸表への影響はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

「差入保証金」は、前中間連結会計期間末は、投資その

他の資産の「その他」に含めて表示しておりましたが当中

間連結会計期間末において資産の総額の100分の５を超え

たため区分掲記しました。なお、前中間連結会計期間末の

「差入保証金」の金額は27,420千円であります。 

――――― 

  

―――――  （中間連結損益計算書） 

 前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に

含めておりました「パートナー報酬預り金精算収入」は、

営業外収益の総額の100分の10を超えたため区分掲記する

ことに変更しました。 

 なお、前中間連結会計期間において営業外収益の「その

他」に含めておりました「パートナー報酬預り金精算収

入」の金額は269千円であります。 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

前中間連結会計期間において営業活動によるキャッシ

ュ・フローの小計区分前の「その他」に含めて表示してお

りました「差入保証金の増加額」（前中間連結会計期間

977千円の増加）及び「預り保証金の増加額」（前中間連

結会計期間8,400千円の増加）については、重要性が増し

たため、当中間連結会計期間より区分掲記しております。

――――― 

  

前中間連結会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

198,172千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

287,535千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、

248,888千円であります。 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は次のとおりであります。 

給与手当 558,070千円

業務委託費 107,679 

連結調整勘定償却額 28,214 

給与手当 524,382千円

業務委託費 134,511 

    

    

    

給与手当 1,146,122千円

業務委託費 240,008 

法定福利費 116,277 

人材派遣料 118,832 

地代家賃 151,860 

連結調整勘定償却額 56,428 

※２      ――――― 

  

※２ パートナー報酬預り金精算収入 

アフィリエイトマーケティングサービスに

おいて、パートナーサイトの不正による報酬

であったことが発覚した場合もしくはパート

ナーサイトのサービス利用停止や解除時の未

払報酬残額がパートナー規約等であらかじめ

定められた範囲内の場合、当社はパートナー

サイトに報酬を支払わないことができるとい

う合意を得ております。当社がECサイトから

パートナーに支払うべき成果報酬を受領した

後にこのような事態が発覚した場合、通常、

支払われなかった報酬はECサイトに返金して

おります。しかし、返金先のECサイトが解約

等の理由で返金に応じない場合には、これら

報酬の払い戻しを行わないということをあら

かじめ規約や契約等で合意を得ている場合に

限り、当社ではこれらの未精算額を収入とし

て計上しております。 

※２ パートナー報酬預り金精算収入 

同左  

※３      ――――― 

  

※３      ――――― 

  

※３ 上場関連費用 

株式交付費5,970千円が含まれておりま

す。 

※４ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグプ

ロジェクト有限責任事業組合（以下ブルータ

グLLP）が設立されるにあたり、ブルータグLL

Pが運営するサイトへアフィリエイトマーケテ

ィングサービスを中心とする当社グループの

サービスの提供を予定していた当社が、サイ

ト製作等の設立準備費用の一部を負担したも

のであります。なお、当社はブルータグLLPへ

の出資は行っておりません。 

※４      ――――― 

  

※４ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグプ

ロジェクト有限責任事業組合（以下ブルータ

グLLP）が設立されるにあたり、ブルータグLL

Pが運営するサイトへアフィリエイトマーケテ

ィングサービスを中心とする当社グループの

サービスの提供を予定していた当社が、サイ

ト製作等の設立準備費用の一部を負担したも

のであります。なお、当社はブルータグLLPへ

の出資は行っておりません。 

※５      ――――― 

  

※５ 開発拠点撤退費用 

開発拠点撤退費用22,672千円は、開発拠点

のロシアからフィリピンへの移転に伴い発生

した業務委託先従業員解雇手当20,560千円及

び固定資産処分費用2,111千円を計上したもの

であります。 

※５      ――――― 

  

※６      ――――― 

  

※６      ――――― 

  

※６ 長期前払費用一時償却額 

長期前払費用一時償却額40,513千円は、当

社と外部ソフトウェア開発業者との間で平成1

7年11月に締結しておりました「ソフトウェア

ライセンス契約」を契約期間満了前に早期契

約解除する方針に伴い、既支払額の未経過分

を一時償却したものであります。 

 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

 前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の発行済株式総数の増加60株は、新株予約権の権利行使による新株の発行による増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  

 ３．配当に関する事項 

   (1）配当金支払額 

       該当事項はありません。 

  

  (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※７      ――――― 

  

※７      ――――― 

  

※７ 減損損失 

当社グループは、当連結会計年度におい

て、以下のとおり減損損失を計上いたしま

した。 

(1)減損損失を認識した資産 

(2)減損損失の認識に至った経緯 

 Sozon株式会社の株式取得時に検討した事業

計画において、当初想定していた収益の達成

が遅れており、計画値の達成まで時間を要す

ると判断したため減損損失を認識しておりま

す。 

(3)資産のグルーピングの方法 

 当社グループでは、各サービスを基礎とし

てグルーピングを行っております。 

(4)回収可能価額の算定方法 

 回収可能価額の算定に当たっては、使用価

値を零として減損損失を測定しております。 

場所 種類 減損損失 

 東京都中央区
 連結調整勘

定 
 216,307千円

 合計    216,307千円

 
前連結会計年度末株

式数（株） 
当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式        

 普通株式 (注) 84,610 60 － 84,670 

合計 84,610 60 － 84,670 

自己株式        

 普通株式 7 － － 7 

合計 7 － － 7 

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の目的 
となる株式の種類 

当中間連結会計 
期間末残高（千円） 

提出会社 
第２回無担保社債 

（新株引受権付） 
普通株式 44 



 当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注）１ 普通株式の発行済株式総数の増加95,500株は、平成19年１月１日付で行った株式分割(1：2)による増加93,420

株、新株予約権の権利行使による新株の発行2,080株によるものであります。 

   ２ 普通株式の発行済株式総数の増加７株は、平成19年１月１日付で行った株式分割(1：2)によるものでありま

す。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 (注） 新株予約権の目的となる株式の数の増加50株は、平成19年１月１日付で行った株式分割(1：2)によるものであり 

       ます。 

  

３．配当に関する事項 

   (1）配当金支払額 

        該当事項はありません。 

  

   (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

        該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株

式数（株） 
当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間
末株式数(株) 

発行済株式        

 普通株式 (注)１ 93,420 95,500 － 188,920 

合計 93,420 95,500 － 188,920 

自己株式        

 普通株式 (注)２ 7 7 － 14 

合計 7 7 － 14 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当中間連結会

計期間末残高 

（千円） 
前連結会計年

度末 

当中間連結会

計期間増加 

当中間連結会

計期間減少 

当中間連結会

計期間末 

提出会社 

  

第２回無担保社債 

 (新株引受権付) 
普通株式 50 50 － 100 44 

合計 － 50 50 － 100 44 



 前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の発行済株式総数の増加8,810株は、公募増資による新株発行5,850株、新株予約権の権利行使による新 

      株発行2,960株であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 ３．配当に関する事項 

  (1）配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

 (2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

    該当事項はありません。 

 
前連結会計年度末株

式数（株） 
当連結会計年度増加

株式数(株) 
当連結会計年度減少

株式数(株) 
当連結会計年度末株 

式数(株) 

発行済株式        

 普通株式 (注) 84,610 8,810 － 93,420 

合計 84,610 8,810 － 93,420 

自己株式        

 普通株式 7 － － 7 

合計 7 － － 7 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当連結会計
年度末残高
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

  

第２回無担保社債 

 (新株引受権付) 
普通株式 50 － － 50 44 

合計 － 50 － － 50 44 



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在）

現金及び預金勘定 1,279,664千円

現金及び現金同等物 1,279,664千円

現金及び預金勘定 3,209,141千円

現金及び現金同等物 3,209,141千円

現金及び預金勘定 3,063,710千円

現金及び現金同等物 3,063,710千円

※２      ――――― 

   

※２      ――――― 

   

※２ 前連結会計年度において、連結の範囲

の変更を伴って売却したデータソリュ

ーションズ株式会社株式の売却代金

は、一部未収となっておりましたが、

これを全額回収したことによる収入で

す。 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）及び前連結

会計年度末（平成18年12月31日現在） 

      該当事項はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年６月30日現在）、当中間連結会計期間末（平成19年６月30日現在）及び前連結

会計年度末（平成18年12月31日現在） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
 （自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
 （自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
 （自 平成18年１月１日） 
 至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び中間期末残高相当

額 

（1）リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失累

計額相当額及び期末残高相当額 

  取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当額 

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 1,053 36,871 

合計 37,925 1,053 36,871 

  取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

中間期末 
残高相当額

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 7,374 30,550 

合計 37,925 7,374 30,550 

  取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 4,213 33,711 

合計 37,925 4,213 33,711 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 5,816千円

１年超 31,051千円

合計 36,868千円

１年以内 6,016千円

１年超    25,035千円

合計  31,051千円

１年以内 5,915千円

１年超 28,068千円

合計 33,984千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,162千円

減価償却費相当額 1,053千円

支払利息相当額 105千円

支払リース料   3,486千円

減価償却費相当額   3,160千円

支払利息相当額    553千円

支払リース料 4,648千円

減価償却費相当額 4,213千円

支払利息相当額 707千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

       ―――――― 

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。  

 （減損損失について） 

同左 



（ストック・オプション等関係） 

   前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日） 

１ ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

提出会社 

   （注）１ 株式数に換算して記載しております。 

      ２ 株式１株あたりの払込金額は、株式公開時の発行価格としております。 

      ３ 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

  連結子会社 (Sozon株式会社) 

（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

      ２ 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

   平成18年付与ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名及び当社従業員34名 

ストック・オプションの付与数 (注)１ 普通株式 821株 

 付与日 平成18年４月12日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。なお、被付与者が

当社の取締役または従業員の地位を失った場合の権利は

消却のため当社に返還されます。その他細目については

当社と付与対象者との間で締結する新株予約権割当契約

書に定めるところによります。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成20年４月１日 ～ 平成28年３月31日 

権利行使価格（円） 310,000 (注)２ 

公正な評価単価（付与日）(円) (注)３ ― 

 
平成18年付与 

第１回ストック・オプション 
平成18年付与 

第２回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
Sozon株式会社取締役２名及び 

Sozon株式会社従業員12名 
Sozon株式会社従業員１名 

ストック・オプションの付

与数 (注)１ 
普通株式 1,182株 普通株式 20株 

 付与日 平成18年２月24日 平成18年４月12日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。

なお、被付与者が当該連結子会社の取

締役または従業員の地位を失った場合

の権利は消却のため当社に返還されま

す。その他細目については当該連結子

会社と付与対象者との間で締結する新

株予約権割当契約書に定めるところに

よります。 

権利確定条件は付されておりません。

なお、被付与者が当該連結子会社の取

締役または従業員の地位を失った場合

の権利は消却のため当社に返還されま

す。その他細目については当該連結子

会社と付与対象者との間で締結する新

株予約権割当契約書に定めるところに

よります。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

権利行使価格（円） 45,000 45,000 

公正な評価単価（付与日）

(円) (注)２ 
― ― 



 ２ 中間財務諸表への影響額 

   提出会社及び連結子会社の付与したストック・オプションは会社法の施行日前に付与されたストック・オプション

であるため、中間連結財務諸表への影響額はありません。 

   当中間連結会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年６月30日） 

１ ストック・オプションの内容及び規模 

 当中間連結会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

  

提出会社 

    該当事項はありません。 

  

  連結子会社 (Sozon株式会社) 

（注） 株式数に換算して記載しております。 

    

 ２ 中間連結財務諸表への影響額 

   中間連結財務諸表への影響額はありません。 

 
平成19年付与  

第５回ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 

Sozon株式会社取締役１名 

 Sozon株式会社従業員５名  

 Sozon株式会社への出向社員１名 

ストック・オプションの付与数 (注)１  普通株式 382株 

 付与日  平成19年２月19日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。なお、被付与者

が当該連結子会社の取締役または従業員等の地位を失

った場合の権利は消却のため当社に返還されます。そ

の他細目については当該連結子会社と付与対象者との

間で締結する新株予約権割当契約書に定めるところに

よります。 

対象勤務期間  対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
 平成20年12月22日 ～ 

 平成28年12月22日 

権利行使価格（円）  45,000 

公正な評価単価（付与日）(円)      0  



   前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

１ ストック・オプションの内容及び規模 

 当連結会計年度において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

提出会社 

   （注）１ 株式数に換算して記載しております。 

      ２ 株式１株あたりの払込金額は、株式公開時の発行価格としております。 

      ３ 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

  連結子会社 (Sozon株式会社) 

  

   平成18年付与ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 当社取締役４名及び当社従業員34名 

ストック・オプションの付与数 (注)１ 普通株式 821株 

 付与日 平成18年４月12日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりません。なお、被付与者

が当社の取締役または従業員の地位を失った場合の権

利は消却のため当社に返還されます。その他細目につ

いては当社と付与対象者との間で締結する新株予約権

割当契約書に定めるところによります。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 平成20年４月１日 ～ 平成28年３月31日 

権利行使価格（円） 310,000 (注)２ 

公正な評価単価（付与日）(円) (注)３ ― 

 
平成18年付与 

第１回ストック・オプション 
平成18年付与 

第２回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
Sozon株式会社取締役２名及び 

Sozon株式会社従業員12名 
Sozon株式会社従業員１名 

ストック・オプションの付

与数 (注)１ 
普通株式 1,182株 普通株式 20株 

 付与日 平成18年２月24日 平成18年４月12日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりませ

ん。なお、被付与者が当該連結子会

社の取締役または従業員の地位を失

った場合の権利は消却のため当社に

返還されます。その他細目について

は当該連結子会社と付与対象者との

間で締結する新株予約権割当契約書

に定めるところによります。 

権利確定条件は付されておりませ

ん。なお、被付与者が当該連結子会

社の取締役または従業員の地位を失

った場合の権利は消却のため当社に

返還されます。その他細目について

は当該連結子会社と付与対象者との

間で締結する新株予約権割当契約書

に定めるところによります。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

権利行使価格（円） 45,000 45,000 

公正な評価単価（付与日）

(円) (注)２ 
― ― 



（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

  ２ 会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。 

       

 ２ 連結財務諸表への影響額 

   連結財務諸表への影響額はありません。 

 
平成18年付与 

第３回ストック・オプション 
平成18年付与 

第４回ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 Sozon株式会社従業員２名 Sozon株式会社従業員９名 

ストック・オプションの付

与数 (注)１ 
普通株式 20株 普通株式 95株 

 付与日 平成18年８月９日 平成18年12月20日 

権利確定条件 

権利確定条件は付されておりませ

ん。なお、被付与者が当該連結子会

社の取締役または従業員の地位を失

った場合の権利は消却のため当社に

返還されます。その他細目について

は当該連結子会社と付与対象者との

間で締結する新株予約権割当契約書

に定めるところによります。 

権利確定条件は付されておりませ

ん。なお、被付与者が当該連結子会

社の取締役または従業員の地位を失

った場合の権利は消却のため当社に

返還されます。その他細目について

は当該連結子会社と付与対象者との

間で締結する新株予約権割当契約書

に定めるところによります。 

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。 対象勤務期間の定めはありません。 

権利行使期間 
平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

平成19年12月22日 ～ 

平成27年12月21日 

権利行使価格（円） 45,000 45,000 

公正な評価単価（付与日）

(円) 
     0      0 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年１月１

日 至平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

当社グループはアフィリエイトマーケティングサービス、商用検索サービス、コンテンツ連動型広告サービ

ス、SEOサービスなどにより構成されるパフォーマンスマーケティング事業の単一セグメントであり、当該事

業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年１月１

日 至平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

      本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年６月30日）、当中間連結会計期間（自平成19年１月１

日 至平成19年６月30日）及び前連結会計年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額または１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 21,470.36円

１株当たり中間純利益 4,668.21円

 なお、当社の株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませ

んので、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 19,006.12円

１株当たり中間純損失 685.29円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成19年１月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下の通

りであります。 

前中間連結会計

期間 
前連結会計年度 

１株当たり純資

産額 

  10,735.18円

１株当たり純資

産額 

  19,822.10円

１株当たり中間

純利益 

   2,334.10円

１株当たり当期

純利益 

   3,084.54円

 なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり中間純利

益については記載し

ておりません。 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益 

     2,901.43円

１株当たり純資産額 39,644.19円

１株当たり当期純利益 6,169.09円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
5,802.89円



 
前中間連結会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間連結会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額ま

たは１株当たり中間純損失金額 
      

 中間（当期）純利益または中間純損 

  失（△）（千円） 
395,177  △128,788 547,293 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―  ― 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

  または中間純損失（△）（千円） 
395,177  △128,788 547,293 

 期中平均株式数（数） 84,653  187,933 88,716 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） ―   ―  ― 

 普通株式増加数（株） ― ―  5,599  

  （うち新株予約権） （―）     （―） （5,581）

  （うち新株引受権付社債） （―） （―） （18）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株あたり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

（―） （―） （―）



（重要な後発事象） 

（2）【その他】 

      該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 １．当社の株式上場及び新株式発行につい

て 

当社は平成18年６月27日に東京証券取引所

マザーズ市場より上場承認を受け、平成18

年７月31日に株式上場いたしました。株式

上場にあたり、平成18年６月27日及び同年

７月10日の取締役会において新株式発行を

決議し、平成18年７月28日に払込が完了い

たしました。 

①発行する株式の種類及び数：普通株式

5,850株 

②募集方法：一般募集（ブックビルディン

グ方式） 

③発行価格：１株につき310,000円 

④引受価額：１株につき288,300円 

⑤発行価額：１株につき238,000円 

⑥資本組入額：１株につき144,150円 

⑦払込金額の総額：1,686,555千円 

⑧資本組入額の総額：843,277千円 

⑨払込期日：平成18年７月28日 

⑩配当起算日：平成18年１月１日 

⑪資金の使途：システム投資及び業務体制

拡充資金に充当し、残額を将来の企業提

携資金として充当する。 

 ―――――― 

  

  

  

  

 １．株式分割について 

 平成18年12月15日開催の当社取締役会の決議

に基づき、平成19年１月１日をもって、次のよ

うに株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

（１）分割の方法 

 平成18年12月31日（日曜日）（ただし当日及

び前日は株主名簿管理人の休業日につき、実質

上は平成18年12月29日（金曜日））最終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主の所有する普通株式１株につき２株の割合を

もって分割いたします。 

（２）分割により増加する株式数 

 普通株式 93,420株 

  

 なお、この株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の１株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前連結会計年度 
(自 平成17年１月１日 

 至 平成17年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 

8,419.78円  

  

１株当たり純資産額 

19,822.10円  

  

１株当たり当期純利

益 

1,046.82円 

  

１株当たり当期純利

益 

3,084.54円 

  

なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり当期純利

益については記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

2,901.43円 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１ 現金及び預金   1,233,715     3,128,152     3,049,822    

２ 売掛金   629,489     617,269     674,188    

３ 繰延税金資産   －     120,213     309,110    

４ その他   90,257     121,171     80,260    

貸倒引当金   △14,531     △7,099     △12,500    

流動資産合計     1,938,930 65.2   3,979,708 82.7   4,100,882 84.4 

Ⅱ 固定資産                    

１ 有形固定資産 ※１                  

(1）建物付属設備   57,373     70,318     71,417    

(2）工具器具備品   198,236     162,969     188,298    

(3）建設仮勘定   －     9,443     －    

有形固定資産合計     255,610 8.6   242,730 5.0   259,715 5.3 

２ 無形固定資産                    

(1）ソフトウェア   91,602     271,364     251,539    

(2）ソフトウェア仮
勘定   137,480     7,605     27,099    

(3）その他   1,172     1,172     1,172    

無形固定資産合計     230,255 7.7   280,142 5.8   279,811 5.8 

３ 投資その他の資産                    

(1）関係会社株式   339,028     58,886     58,886    

(2）関係会社長期貸
付金   －     96,318     －    

(3）関係会社未収入
金   4,058     10,517     6,521    

(4) 差入保証金   171,200     153,620     156,226    

(5) 繰延税金資産   －     2,471     3,464    

(6）その他   38,598     1,071     273    

貸倒引当金   △4,010     △12,008     △6,743    

投資その他の資産
合計     548,876 18.5   310,877 6.5   218,628 4.5 

固定資産合計     1,034,742 34.8   833,750 17.3   758,156 15.6 

資産合計     2,973,673 100.0   4,813,458 100.0   4,859,038 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年６月30日） 
当中間会計期間末 

（平成19年６月30日） 
前事業年度の要約貸借対照表 

（平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１ 買掛金   306,915     407,032     365,096    

２ 未払金   164,180     179,177     193,022    

３ 未払法人税等   10,345     11,853     14,867    

４ 預り金   340,430     318,915     300,310    

５ その他 ※２ 79,293     54,409     79,371    

流動負債合計     901,165 30.3   971,388 20.2   952,667 19.6 

Ⅱ 固定負債                    

１ 預り保証金   248,542     219,342     198,742    

固定負債合計     248,542 8.4   219,342 4.5   198,742 4.1 

負債合計     1,149,708 38.7   1,190,731 24.7   1,151,410 23.7 

                     

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                    

 １ 資本金     833,139 28.0   1,710,916 35.5   1,702,666 35.0 

２ 資本剰余金                    

(1) 資本準備金     188,670     1,066,448     1,058,198  

資本剰余金合計     188,670 6.3   1,066,448 22.2   1,058,198 21.8 

 ３ 利益剰余金                    

（1） その他利益剰余金                    

繰越利益剰余金     802,175     845,382     946,783  

利益剰余金合計     802,175 27.0   845,382 17.6   946,783 19.5 

 ４ 自己株式     △64 △0.0   △64 △0.0   △64 △0.0 

株主資本合計     1,823,920 61.3   3,622,682 75.3   3,707,584 76.3 

                     

Ⅱ 新株予約権     44 0.0   44 0.0   44 0.0

                     

純資産合計     1,823,965 61.3   3,622,727 75.3   3,707,628 76.3 

負債純資産合計     2,973,673 100.0   4,813,458 100.0   4,859,038 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     2,386,082 100.0   2,385,317 100.0   4,966,822 100.0 

Ⅱ 売上原価     892,239 37.4   1,169,509 49.0   2,064,560 41.5 

売上総利益     1,493,843 62.6   1,215,808 51.0   2,902,261 58.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費     1,054,862 44.2   1,111,319 46.6   2,283,194 46.0 

営業利益     438,980 18.4   104,488 4.4   619,067 12.5 

Ⅳ 営業外収益 ※１   4,847 0.2   10,244 0.4   9,124 0.1 

Ⅴ 営業外費用 ※２   25,082 1.1   1,217 0.0   56,516 1.1 

経常利益     418,745 17.5   113,515 4.8   571,675 11.5 

Ⅵ 特別利益 ※３   92,335 3.9   － －   93,275 1.8 

Ⅶ 特別損失 ※４   37,026 1.5   22,672 1.0   357,680 7.2 

税引前中間（当
期）純利益     474,054 19.9   90,843 3.8   307,270 6.1 

法人税、住民税及
び事業税   1,144     2,356     2,326     

法人税等調整額   － 1,144 0.1 189,888 192,244 8.1 △312,574 △310,247 △6.3 

中間（当期）純利
益又は中間純損失
（△） 

    472,909 19.8   △101,401 △4.3   617,518 12.4 

                     



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年6月30日） 

当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年6月30日） 

前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本 新株予約権 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 
株主資本合計 

新株引

受権 

新株予

約権合

計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余金

合計 
繰越利益剰

余金 

平成17年12月31日残高（千円） 832,539 188,070 188,070 329,265 329,265 △64 1,349,810 44 44 1,349,855 

中間会計期間中の変動額                    

新株の発行 600 600 600       1,200     1,200 

中間純利益       472,909 472,909   472,909     472,909 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
              － － － 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 600 600 600 472,909 472,909 － 474,109 － － 474,109 

平成18年6月30日残高（千円） 833,139 188,670 188,670 802,175 802,175 △64 1,823,920 44 44 1,823,965 

 

株主資本 新株予約権 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 
株主資本合計 

新株引

受権 

新株予

約権合

計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余
金合計 

繰越利益剰

余金 

平成18年12月31日残高（千円） 1,702,666 1,058,198 1,058,198 946,783 946,783 △64 3,707,584 44 44 3,707,628 

中間会計期間中の変動額                    

新株の発行 8,250 8,250 8,250       16,500     16,500 

中間純損失       △101,401 △101,401   △101,401     △101,401 

株主資本以外の項目の中間会計期間

中の変動額（純額） 
              － － － 

中間会計期間中の変動額合計（千円） 8,250 8,250 8,250 △101,401 △101,401 － △84,901 － － △84,901 

平成19年6月30日残高（千円） 1,710,916 1,066,448 1,066,448 845,382 845,382 △64 3,622,682 44 44 3,622,727 

 

株主資本 新株予約権 

純資産合計 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 

株式 
株主資本合計 

新株引

受権 

新株予

約権合

計 資本準備金 
資本剰余金

合計 

その他利益

剰余金 
利益剰余金

合計 
繰越利益剰

余金 

平成17年12月31日残高（千円） 832,539 188,070 188,070 329,265 329,265 △64 1,349,810 44 44 1,349,855 

事業年度中の変動額                    

新株の発行 870,127 870,127 870,127       1,740,255     1,740,255 

当期純利益       617,518 617,518   617,518     617,518 

株主資本以外の項目の事業年度中の

変動額（純額） 
              － － － 

事業年度中の変動額合計（千円） 870,127 870,127 870,127 617,518 617,518 － 2,357,773 － － 2,357,773 

平成18年12月31日残高（千円） 1,702,666 1,058,198 1,058,198 946,783 946,783 △64 3,707,584 44 44 3,707,628 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物付属設備     15年 

工具器具備品  ４年～20年 

(1）有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりです。 

建物付属設備     15年 

工具器具備品  ２年～20年 

(1）有形固定資産 

      同左 

  

  

  

  

  (2）無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）は、

社内における利用可能期間（５年

以内）に基づく定額法によってお

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

  （3）長期前払費用 

定額法によっております。 

――― ――― 

３ 引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。 

貸倒引当金 

        同左 

貸倒引当金 

同左 

４ 外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６ その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間から「固定資産の減

損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見

書」）（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度より、「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」）（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会

計基準適用指針第６号）を適用してお

ります。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月９日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号 

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は1,823,920千円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

(企業会計基準委員会 平成17年12月

９日 企業会計基準第５号)及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会

計基準適用指針第８号）を適用してお

ります。 

従来の資本の部の合計に相当する金

額は3,707,584千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

────── 

  

（繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い） 

前事業年度より、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号)を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

（繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い） 

当事業年度より、「繰延資産の会計

処理に関する当面の取扱い」(企業会

計基準委員会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号)を適用しておりま

す。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

前事業年度において営業外費用の内

訳として表示していた「新株発行費」

は、当事業年度より「株式交付費」と

して表示する方法に変更しておりま

す。 



（表示方法の変更） 

注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

（中間貸借対照表） 

「差入保証金」は、前中間会計期間末は、投資その他の

資産の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中間

会計期間末において資産の総額の100分の５を超えたため

区分掲記しました。なお、前中間会計期間末の「差入保証

金」の金額は20,454千円であります。 

―――――― 

  

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

196,694千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

283,637千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

246,181千円 

※２ 消費税等の取扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺の上、金額的重要性が乏しい

為、流動負債の「その他」に含めて表

示しております。 

※２ 消費税等の取扱い 

同左 

※２    ――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの ※１ 営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 122千円

技術サポート収入 4,258 

受取利息 2.206千円

技術サポート収入 645 

為替差益 1,440 

パートナー報酬預り

金精算収入 

2,574 

出向者収入 3,000 

受取利息 308千円

技術サポート収入 6,307 

為替差益 3 

パートナー報酬預り

金精算収入 

1,956 

  

  

※ パートナー報酬預り金精算収入 

アフィリエイトマーケティングサービスに

おいて、パートナーサイトの不正による報酬

であったことが発覚した場合もしくはパート

ナーサイトのサービス利用停止や解除時の未

払報酬残額がパートナー規約等であらかじめ

定められた範囲内の場合、当社はパートナー

サイトに報酬を支払わないことができるとい

う旨の合意を得ております。当社がECサイト

からパートナーに支払うべき成果報酬を受領

したのちにこのような事態が発覚した場合、

通常支払われなかった報酬はECサイトに返金

しております。しかし、返金先のECサイトが

解約等の理由で返金に応じない場合には、こ

れら報酬の払い戻しを行わないということを

あらかじめ規約や契約等で同意を得ている場

合に限り、当社ではこれらの未精算額を収入

として計上しております。 

※ パートナー報酬預り金精算収入 

アフィリエイトマーケティングサービスに

おいて、パートナーサイトの不正による報酬

であったことが発覚した場合もしくはパート

ナーサイトのサービス利用停止や解除時の未

払報酬残額がパートナー規約等であらかじめ

定められた範囲内の場合、当社はパートナー

サイトに報酬を支払わないことができるとい

う旨の合意を得ております。当社がECサイト

からパートナーに支払うべき成果報酬を受領

したのちにこのような事態が発覚した場合、

通常支払われなかった報酬はECサイトに返金

しております。しかし、返金先のECサイトが

解約等の理由で返金に応じない場合には、こ

れら報酬の払い戻しを行わないということを

あらかじめ規約や契約等で同意を得ている場

合に限り、当社ではこれらの未精算額を収入

として計上しております。 

※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの ※２ 営業外費用のうち主要なもの 

貸倒引当金繰入額 4,008千円

上場関連費用 13,624 

プロジェクト発足負

担金 

5,892 

株式交付費 150千円

貸倒引当金繰入額 622 

    

上場関連費用      42,176千円

株式交付費 306 

プロジェクト発足負

担金 

5,892 

※ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグプ

ロジェクト有限責任事業組合（以下ブルータ

グLLP）が設立されるにあたり、ブルータグLL

Pが運営するサイトへアフィリエイトマーケテ

ィングサービスを中心とする当社グループの

サービスの提供を予定していた当社が、サイ

ト製作等の設立準備費用の一部を負担したも

のであります。なお、当社はブルータグLLPへ

の出資は行っておりません。 

  

  

※ プロジェクト発足負担金 

アスリート支援を目的としたブルータグプ

ロジェクト有限責任事業組合（以下ブルータ

グLLP）が設立されるにあたり、ブルータグLL

Pが運営するサイトへアフィリエイトマーケテ

ィングサービスを中心とする当社グループの

サービスの提供を予定していた当社が、サイ

ト製作等の設立準備費用の一部を負担したも

のであります。なお、当社はブルータグLLPへ

の出資は行っておりません。 

※３ 特別利益のうち主要なもの ※３     ―――――― ※３ 特別利益のうち主要なもの 

貸倒引当金戻入益 49,512千円

子会社清算益 42,822 

  貸倒引当金戻入益      50,453千円

子会社清算益 42,822 

※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの ※４ 特別損失のうち主要なもの 

本社移転費用 37,026千円 開発拠点撤退費用 

  

22,672千円

 

関係会社株式評価損 

長期前払費用一時償

却額 

本社移転費用 

280,141千円

 40,513   

  

37,026   

  ※ 開発拠点撤退費用 

開発拠点撤退費用22,672千円は、開発拠点

のロシアからフィリピンへの移転に伴い発生

した業務委託先従業員解雇手当20,560千円及

び固定資産処分費用2,111千円を計上したもの

であります。 

 

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 38,020千円

無形固定資産 32,271 

有形固定資産 39,168千円

無形固定資産 62,173 

有形固定資産 87,296千円

無形固定資産 80,199 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自平成18年１月１日 至平成18年6月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

当中間会計期間（自平成19年１月１日 至平成19年6月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

    （注）普通株式の増加７株は、平成19年１月１日付で行った株式分割（1：2）によるものであります。 

  

前事業年度（自平成18年１月１日 至平成18年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
前事業年度末株式数

(株) 
当中間会計期間増加株

式数(株) 
当中間会計期間減少

株式数(株) 
当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 ７  ― ― ７ 

合計 ７  ― ― ７ 

 
前事業年度末株式数

(株) 
当中間会計期間増加株

式数(株) 
当中間会計期間減少

株式数(株) 
当中間会計期間末 

株式数(株) 

普通株式 ７  ７  ― 14 

合計 ７  ７  ― 14 

 
前事業年度末株式数

(株) 
当事業年度増加株式数

(株) 
当事業年度減少株式

数(株) 
当事業年度末株式数 

(株) 

普通株式 ７  ― ― ７ 

合計 ７  ― ― ７ 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

前中間会計期間 
 （自 平成18年１月１日 
 至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
 （自 平成19年１月１日 
 至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
 （自 平成18年１月１日 
    至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

（借主側） （借主側） （借主側） 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び中間期末残高

相当額 

(1)リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当

額 

  取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

中間期末 
残高相当
額 

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 1,053 36,871 

合計 37,925 1,053 36,871 

  取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

中間期末 
残高相当
額 

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 7,374 30,550 

合計 37,925 7,374 30,550 

  取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 

（千円）

工具器
具及び
備品 

37,925 4,213 33,711 

合計 37,925 4,213 33,711 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額 

（2）未経過リース料中間期末残高相当

額等 

未経過リース料中間期末残高相当

額 

（2）未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 5,816千円

１年超 31,051千円

合計 36,868千円

１年以内   6,016千円

１年超  25,035千円

合計      31,051千円

１年以内 5,915千円

１年超 28,068千円

合計 33,984千円

（3）支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

（3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失 

（3）支払リース料、リース資産減損勘

定の取崩額、減価償却費相当額、

支払利息相当額及び減損損失 

支払リース料 1,162千円

減価償却費相当額 1,053千円

支払利息相当額 105千円

支払リース料   3,486千円

減価償却費相当額   3,160千円

支払利息相当額    553千円

支払リース料 4,648千円

減価償却費相当額 4,213千円

支払利息相当額 707千円

（4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額とし、

各期への配分方法については、利息法

によっております。 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

（5）利息相当額の算定方法 

同左 

 ―――――― 

  

 （減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

（減損損失について） 

同左 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額または１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額 21,543.30円

１株当たり中間純利益 5,586.45円

 なお、当社の株式は非上場である

ため、期中平均株価が把握できませ

んので、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 19,177.17円

１株当たり中間純損失 539.56円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式は存在するものの、１株当たり中

間純損失であるため記載しておりま

せん。 

 当社は、平成19年１月１日付で普

通株式１株につき２株の株式分割を

行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の１株当たり

情報については、それぞれ以下の通

りであります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資

産額 

  10,771.65円

１株当たり純資

産額 

  19,845.12円

１株当たり中間

純利益 

   2,793.22円

１株当たり当期

純利益 

   3,480.33円

 なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり中間純利

益については記載し

ておりません。 

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益 

     3,273.72円

１株当たり純資産額 39,690.24円

１株当たり当期純利益 6,960.66円

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
6,547.47円



 
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額ま

たは１株当たり中間純損失金額 
      

 中間（当期）純利益または中間純損 

  失（△）（千円） 
472,909  △101,401 617,518 

 普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ― 

 普通株式に係る中間（当期）純利益 

  または中間純損失（△）（千円） 
472,909  △101,401 617,518 

 期中平均株式数（数） 84,653  187,933 88,716 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

 中間（当期）純利益調整額（千円） ―   ― ― 

 普通株式増加数（株） ―   ―    5,599  

  （うち新株予約権） （―）     （―） （5,581）

  （うち新株引受権付社債） （―） （―） （18）

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株あたり中間（当期）純利益

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

（―） （―） （―）



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

 １．当社の株式上場及び新株式発行につい

て 

当社は平成18年６月27日に東京証券取引所

マザーズ市場より上場承認を受け、平成18

年７月31日に株式上場いたしました。株式

上場にあたり、平成18年６月27日及び同年

７月10日の取締役会において新株式発行を

決議し、平成18年７月28日に払込が完了い

たしました。 

①発行する株式の種類及び数： 

普通株式5,850株 

②募集方法：一般募集（ブックビルディン

グ方式） 

③発行価格：１株につき310,000円 

④引受価額：１株につき288,300円 

⑤発行価額：１株につき238,000円 

⑥資本組入額：１株につき144,150円 

⑦払込金額の総額：1,686,555千円 

⑧資本組入額の総額：843,277千円 

⑨払込期日：平成18年７月28日 

⑩配当起算日：平成18年１月１日 

⑪資金の使途：システム投資及び業務体制

拡充資金に充当し、残額を将来の企業提携

資金として充当する。 

 ―――――― 

  

  

  

  

 １．株式分割について 

 平成18年12月15日開催の当社取締役会の決議

に基づき、平成19年１月１日をもって、次のよ

うに株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

（１）分割の方法 

 平成18年12月31日（日曜日）（ただし当日及

び前日は株主名簿管理人の休業日につき、実質

上は平成18年12月29日（金曜日）） 終の株主

名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株

主の所有する普通株式１株につき２株の割合を

もって分割いたします。 

（２）分割により増加する株式数 

 普通株式 93,420株 

  

 なお、この株式分割が前期首に行われたと仮

定した場合の１株当たり情報については、それ

ぞれ以下のとおりとなります。 

前事業年度 
(自 平成17年１月１日 

 至 平成17年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年１月１日 

 至 平成18年12月31日) 

１株当たり純資産額 

7,977.32円 

  

１株当たり純資産額 

19,845.12円 

  

１株当たり当期純利

益 

526.36円 

  

１株当たり当期純利

益 

3,480.33円 

  

なお、当社の株式

は非上場であるた

め、期中平均株価が

把握できませんの

で、潜在株式調整後

１株当たり当期純利

益については記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 

3,273.72円 



（2）【その他】 

      該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第11期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月29日関東財務局長に提出 

  

  

  

  

  

  

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月26日

バリューコマース株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦 洋輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバリュ

ーコマース株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年１月

１日から平成18年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、バリューコマース株式会社及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月31日に東京証券取引所マザーズ市場に上場した。株式

上場にあたり、平成18年６月27日及び同年７月10日開催の取締役会において新株式発行を決議し、平成18年７月28日に

払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月21日

バリューコマース株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦 洋輔  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバリュ

ーコマース株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年１月

１日から平成19年６月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中

間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、バリューコマース株式会社及び連結子会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成18年９月26日

バリューコマース株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦 洋輔  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバリュ

ーコマース株式会社の平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第11期事業年度の中間会計期間（平成18年１月１

日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、バリューコマース株式会社の平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18

年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年７月31日に東京証券取引所マザーズ市場に上場した。株式

上場にあたり、平成18年６月27日及び同年７月10日開催の取締役会において新株式発行を決議し、平成18年７月28日に

払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

    平成19年９月21日

バリューコマース株式会社    

  取締役会 御中  

  あ ず さ 監 査 法 人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 三浦 洋輔  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 市川 一郎  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているバリュ

ーコマース株式会社の平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第12期事業年度の中間会計期間（平成19年１月１

日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等

変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、バリューコマース株式会社の平成19年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19

年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社

が別途保管しております。 
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